
別紙様式第 21号 

平成26年12月22日 

 

一般社団法人 投資信託協会 

会 長       白川 真 殿 

 

ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社 

 代表取締役社長  西 惠正            

 

正会員の財務状況等に関する届出書 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第 10条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１．委託会社等の概況 

（1）資本金の額 

本書提出日現在の資本金の額    20億円 

発行する株式総数    80,000株 

発行済株式総数     24,000株 

 

直近5ヵ年の資本金の変動 

該当事項はありません。 

 

（2）会社の機構 

① 会社の意思決定機構 

業務執行上重要な事項は、取締役会の決議をもって決定します。取締役は、株主総会において選任され、

その任期は就任後2年内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結の時までです。ただし、補欠または増

員で選任された取締役の任期は、現任取締役の任期の満了の時までとします。 

取締役会は、代表取締役を選定し、代表取締役は、会社を代表し、取締役会の決議に従い業務を執行しま

す。また、取締役会は、その決議をもって、取締役会長1名、取締役社長1名、取締役副社長１名、専務取

締役および常務取締役若干名を置くことができます。 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、原則として取締役社長が招集します。取締役会の議長

は、原則として取締役社長がこれにあたります。 

取締役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、議決に加わることができる取締役の過半数が出

席し、出席取締役の過半数をもって行います。 

 

② 投資運用の意思決定機構 

委託会社が運用指図権を有するファンドに係る運用スタイルの承認は、原則として月3回開催される経営会

議のうち、月2回の経営会議において決定します。なお、議長は社長とします。 

ファンド全般に係る経済環境見通しおよび資産別市場見通しならびにファンド毎の運用方針は、投資方針



会議において協議し、策定します。投資方針会議は原則として月1回開催され、議長は運用部門担当取締役

とします。 

各ファンドにおける有価証券の売買等の意思決定は、原則として運用担当者が行います。すなわち、運用

担当者は、投資方針会議において決定された運用方針を受けて、各ファンドの投資方針に基づき運用計画

を策定し、有価証券への運用指図を行います。 

運用担当者による運用計画の策定および有価証券等の運用指図に関する意思決定は、運用担当者自身の調

査活動、アナリスト等の調査活動、その他の活動によって得られた当該有価証券等に関する情報に基づい

て行われ、それらの活動の成果である各ファンドの投資運用の実績は、原則として月3回開催される経営会

議のうち、月1回検討・評価されます。 

 

●経済環境見通しおよび資産別見通し

●基本投資方針の協議・策定

●投信ファンド毎の運用方針決定

●運用方針の実行

●ファンドの管理

【PLAN】

投資方針会議

運用実行

●投資行動レビュー

●パフォーマンス分析

●リスク管理

【SEE】

経営会議

経営会議

●運用商品の運用スタイルの登録・承認

●投資行動等に係るコンプライアンス

チェック

●経済環境、金融市場

●企業動向等の情報提供

みずほフィナンシャルグループ・第

一生命グループの調査ネットワーク

コンプライアンスグループ

売買審査グループ
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●投資行動レビュー

●パフォーマンス分析

●リスク管理

経営会議

経営会議

●運用商品の運用スタイルの登録・承認

●投資行動等に係るコンプライアンス

チェック

●経済環境、金融市場

●企業動向等の情報提供

みずほフィナンシャルグループ・第

一生命グループの調査ネットワーク

コンプライアンスグループ

売買審査グループ

●売買執行に係るコンプライアンス

チェック

●経済環境見通しおよび資産別見通し

●基本投資方針の協議・策定

●投信ファンド毎の運用方針決定

●運用方針の実行

●ファンドの管理

投資方針会議

運用実行

●経済環境見通しおよび資産別見通し

●基本投資方針の協議・策定

●投信ファンド毎の運用方針決定

●運用方針の実行

●ファンドの管理

投資方針会議

運用実行

●投資行動レビュー

●パフォーマンス分析

●リスク管理

経営会議

経営会議

●運用商品の運用スタイルの登録・承認

●投資行動レビュー

●パフォーマンス分析

●リスク管理

経営会議

経営会議

●運用商品の運用スタイルの登録・承認

●投資行動等に係るコンプライアンス

チェック

●経済環境、金融市場

●企業動向等の情報提供

みずほフィナンシャルグループ・第

一生命グループの調査ネットワーク

コンプライアンスグループ

売買審査グループ

●売買執行に係るコンプライアンス

チェック

●投資行動等に係るコンプライアンス

チェック

●経済環境、金融市場

●企業動向等の情報提供

みずほフィナンシャルグループ・第

一生命グループの調査ネットワーク

コンプライアンスグループ

売買審査グループ

●売買執行に係るコンプライアンス

チェック

【ＤＯ】

●経済環境見通しおよび資産別見通し

●基本投資方針の協議・策定

●投信ファンド毎の運用方針決定

●運用方針の実行

●ファンドの管理

投資方針会議

運用実行

●投資行動レビュー

●パフォーマンス分析

●リスク管理

経営会議

経営会議

●運用商品の運用スタイルの登録・承認

●投資行動等に係るコンプライアンス

チェック

●経済環境、金融市場

●企業動向等の情報提供

みずほフィナンシャルグループ・第

一生命グループの調査ネットワーク

コンプライアンスグループ

売買審査グループ

●売買執行に係るコンプライアンス

チェック

●経済環境見通しおよび資産別見通し

●基本投資方針の協議・策定

●投信ファンド毎の運用方針決定

●運用方針の実行

●ファンドの管理

投資方針会議

運用実行

●経済環境見通しおよび資産別見通し

●基本投資方針の協議・策定

●投信ファンド毎の運用方針決定

●運用方針の実行

●ファンドの管理

投資方針会議

運用実行

●投資行動レビュー

●パフォーマンス分析

●リスク管理

経営会議

経営会議

●運用商品の運用スタイルの登録・承認

●投資行動レビュー

●パフォーマンス分析

●リスク管理

経営会議

経営会議

●運用商品の運用スタイルの登録・承認

●投資行動等に係るコンプライアンス

チェック

●経済環境、金融市場

●企業動向等の情報提供

みずほフィナンシャルグループ・第

一生命グループの調査ネットワーク

コンプライアンスグループ

売買審査グループ

●売買執行に係るコンプライアンス

チェック

●投資行動等に係るコンプライアンス

チェック

●経済環境、金融市場

●企業動向等の情報提供

みずほフィナンシャルグループ・第

一生命グループの調査ネットワーク

コンプライアンスグループ

売買審査グループ

●売買執行に係るコンプライアンス

チェック

●経済環境見通しおよび資産別見通し

●基本投資方針の協議・策定

●投信ファンド毎の運用方針決定

●運用方針の実行

●ファンドの管理

投資方針会議

運用実行

●経済環境見通しおよび資産別見通し

●基本投資方針の協議・策定

●投信ファンド毎の運用方針決定

●運用方針の実行

●ファンドの管理

投資方針会議

運用実行

●投資行動レビュー

●パフォーマンス分析

●リスク管理

経営会議

経営会議

●運用商品の運用スタイルの登録・承認

●投資行動レビュー

●パフォーマンス分析

●リスク管理

経営会議

経営会議

●運用商品の運用スタイルの登録・承認

●投資行動等に係るコンプライアンス

チェック

●経済環境、金融市場

●企業動向等の情報提供

みずほフィナンシャルグループ・第

一生命グループの調査ネットワーク

コンプライアンスグループ

●売買執行に係るコンプライアンス

チェック

●経済環境見通しおよび資産別見通し

●基本投資方針の協議・策定

●投信ファンド毎の運用方針決定

●運用方針の実行

●ファンドの管理

投資方針会議

運用実行

●経済環境見通しおよび資産別見通し

●基本投資方針の協議・策定

●投信ファンド毎の運用方針決定

●運用方針の実行

●ファンドの管理

投資方針会議

運用実行

●投資行動レビュー

●パフォーマンス分析

●リスク管理

経営会議

経営会議

●運用商品の運用スタイルの登録・承認

●投資行動レビュー

●パフォーマンス分析

●リスク管理

経営会議

経営会議

●運用商品の運用スタイルの承認

 

※上記体制は平成26年12月5日現在のものであり、今後変更となる可能性があります。 

 



２．事業の内容及び営業の概況 

委託会社は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社であり、投資信託の設定を行

うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています。ま

た「金融商品取引法」に基づく登録を受けて、投資助言・代理業および第二種金融商品取引業を営んでいます。 

平成26年12月5日現在、委託会社の運用する投資信託は349本（親投資信託を除く）あり、以下の通りです。 

 

基本的性格 本数 
純資産総額 

（単位：円） 

単位型株式投資信託 7 21,109,008,391 

追加型株式投資信託 322 5,564,648,674,456 

単位型公社債投資信託 20 187,796,055,016 

追加型公社債投資信託 0 0 

合計 349 5,773,553,737,863 

 



３．委託会社等の経理状況 

１． 委託会社であるＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社（以下「委託会社」という。）の財務諸表は、「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）ならびに同規則第2条の規定

に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）により作成してお

ります。 

また、中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）、ならびに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19

年8月6日内閣府令第52号）により作成しております。 

 

2． 財務諸表及び中間財務諸表の金額は、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。 

 

3． 委託会社は、第29期事業年度（自平成25年4月1日至平成26年3月31日）の財務諸表について、新日本

有限責任監査法人の監査を受け、第30期中間会計期間（自平成26年4月1日至平成26年9月30日）の中

間財務諸表について、新日本有限責任監査法人の中間監査を受けております。 

 



（１）貸借対照表 

  （単位：千円）

 
第28期 

（平成25年3月31日現在） 

第29期 

（平成26年3月31日現在） 

（資産の部）     

流動資産     

現金・預金  10,806,745  11,487,360 

金銭の信託  10,214,440  10,952,459 

前払費用  69,143  64,554 

未収委託者報酬  3,073,481  3,854,410 

未収運用受託報酬  1,173,744  1,415,502 

未収投資助言報酬 ※2 245,819 ※2 255,218 

未収収益  244,974  275,082 

繰延税金資産  426,229  401,327 

その他  25,354  23,246 

流動資産計  26,279,933  28,729,163 

     

固定資産     

有形固定資産  378,530  293,329 

建物 ※1 142,820 ※1 122,181 

車両運搬具 ※1 2,770 ※1 1,615 

器具備品 ※1 231,732 ※1 140,023 

建設仮勘定  1,207  29,509 

無形固定資産  1,337,985  1,838,855 

商標権 ※1 289 ※1 195 

ソフトウエア ※1 1,261,335 ※1 1,188,444 

ソフトウエア仮勘定  68,920  642,834 

電話加入権  7,148  7,148 

電信電話専用施設利用権 ※1 292 ※1 231 

投資その他の資産  4,002,042  4,178,284 

投資有価証券  400,579  617,159 

関係会社株式  2,119,074  2,119,074 

繰延税金資産  661,777  622,698 

差入保証金  731,564  731,197 

その他  89,047  88,154 

固定資産計  5,718,557  6,310,469 

資産合計  31,998,491  35,039,633 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



  （単位：千円）

 
第28期 

（平成25年3月31日現在） 

第29期 

（平成26年3月31日現在） 

（負債の部）     

流動負債     

預り金  571,153  760,493 

未払金  1,547,527  1,972,562 

未払収益分配金  48  － 

未払償還金  84,932  51,109 

未払手数料  1,195,452  1,554,065 

その他未払金  267,093  367,387 

未払費用 ※2 1,306,837 ※2 1,466,924 

未払法人税等  1,299,068  1,721,861 

未払消費税等  116,872  195,272 

賞与引当金  724,974  668,366 

その他  100,000  10,000 

流動負債計  5,666,434  6,795,481 

固定負債     

退職給付引当金  802,603  947,759 

役員退職慰労引当金  98,510  136,010 

固定負債計  901,113  1,083,769 

負債合計  6,567,548  7,879,251 

（純資産の部）     

株主資本     

資本金  2,000,000  2,000,000 

資本剰余金  2,428,478  2,428,478 

資本準備金  2,428,478  2,428,478 

利益剰余金  20,898,697  22,488,744 

利益準備金  123,293  123,293 

その他利益剰余金     

別途積立金  16,330,000  17,130,000 

研究開発積立金  300,000  300,000 

運用責任準備積立金  200,000  200,000 

繰越利益剰余金  3,945,403  4,735,451 

株主資本計  25,327,175  26,917,222 

評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金  103,768  243,159 

評価・換算差額等計  103,768  243,159 

純資産合計  25,430,943  27,160,381 

負債・純資産合計  31,998,491  35,039,633 

 



（２）損益計算書 

  （単位：千円）

 

第28期 

（自 平成24年4月1日 

至 平成25年3月31日） 

第29期 

（自 平成25年4月1日 

至 平成26年3月31日） 

営業収益       

委託者報酬  23,374,427   25,437,511  

運用受託報酬  5,374,163   6,328,414  

投資助言報酬  885,923   926,837  

その他営業収益  715,164   835,020  

営業収益計   30,349,678   33,527,783 

営業費用       

支払手数料  10,846,568   11,284,530  

広告宣伝費  177,553   316,226  

公告費  3,769   319  

調査費  4,546,312   5,226,606  

調査費  3,001,788   3,635,440  

委託調査費  1,544,523   1,591,166  

委託計算費  341,978   356,496  

営業雑経費  456,677   540,260  

通信費  25,513   32,834  

印刷費  374,775   466,075  

協会費  25,492   25,048  

諸会費  42   38  

支払販売手数料  30,854   16,264  

営業費用計   16,372,860   17,724,440 

一般管理費       

給料  4,870,759   5,009,676  

役員報酬  242,014   255,603  

給料・手当  4,035,751   4,171,884  

賞与  592,994   582,188  

交際費  36,212   34,917  

寄付金  2,693   2,515  

旅費交通費  187,653   232,436  

租税公課  95,064   103,775  

不動産賃借料  675,811   683,633  

退職給付費用  173,065   221,376  

固定資産減価償却費  524,750   561,503  

福利厚生費  26,642   32,812  

修繕費  6,018   9,184  

賞与引当金繰入額  724,974   668,366  

役員退職慰労引当金繰入額  47,820   47,298  

役員退職慰労金  7,200   6,528  

機器リース料  35   35  

事務委託費  224,066   215,100  

事務用消耗品費  60,044   67,394  

器具備品費  2,065   3,191  

諸経費  159,247   118,672  

一般管理費計   7,824,126   8,018,417 

営業利益   6,152,691   7,784,925 

 

 

 



  （単位：千円）

 

第28期 

（自 平成24年4月1日 

至 平成25年3月31日） 

第29期 

（自 平成25年4月1日 

至 平成26年3月31日） 

営業外収益       

受取配当金  10,223   15,024  

受取利息  3,554   2,318  

時効成立分配金・償還金  2,080   33,872  

金銭の信託運用益  168,444   －  

雑収入  4,957   4,746  

営業外収益計   189,260   55,962 

営業外費用       

為替差損  6,549   7,364  

金銭の信託運用損  －   213,744  

雑損失  －   10,952  

営業外費用計   6,549   232,061 

経常利益   6,335,402   7,608,826 

特別損失       

固定資産除却損 ※1 1,752  ※1 22  

固定資産売却損 ※2 115  ※2 1,448  

特別損失計   1,868   1,470 

税引前当期純利益   6,333,533   7,607,355 

法人税、住民税及び事業税   2,573,893   2,934,516 

法人税等調整額   △ 134,463   △ 13,207 

法人税等合計   2,439,430   2,921,308 

当期純利益   3,894,102   4,686,047 

 



（３）株主資本等変動計算書 

第28期（自平成24年4月1日至平成25年3月31日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本準備金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金
合計 別途積立金 

研究開発
積立金 

運用責
任準備
積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 2,000,000 2,428,478 123,293 15,630,000 300,000 200,000 3,463,300 19,716,594 24,145,072 

当期変動額          

剰余金の 
配当 

      △2,712,000 △2,712,000 △2,712,000 

別途積立
金の積立 

   700,000    △700,000 － － 

当 期 純 利
益 

       3,894,102  3,894,102 3,894,102 

株 主 資 本
以 外 の 項
目 の 当 期
変動額(純
額) 

         

当期変動額 
合計 － － － 700,000 － － 482,102 1,182,102 1,182,102 

当期末残高 2,000,000 2,428,478 123,293 16,330,000 300,000 200,000 3,945,403 20,898,697 25,327,175 

 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

その他有価証券
評価差額金 

当期首残高 136,143 24,281,215

当期変動額  

剰余金の 
配当 

 △2,712,000

別途積立金の積立  －

当期純利益  3,894,102

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

△32,375 △32,375

当期変動額 
合計 

△32,375 1,149,727

当期末残高 103,768 25,430,943

 



第29期（自平成25年4月1日至平成26年3月31日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本準備金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金
合計 別途積立金 

研究開発
積立金 

運用責
任準備
積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 2,000,000 2,428,478 123,293 16,330,000 300,000 200,000 3,945,403 20,898,697 25,327,175 

当期変動額          

剰余金の 
配当 

      △3,096,000 △3,096,000 △3,096,000 

別 途 積 立
金の積立 

   800,000    △800,000 － － 

当 期 純 利
益 

       4,686,047  4,686,047 4,686,047 

株 主 資 本
以 外 の 項
目 の 当 期
変動額(純
額) 

         

当期変動額 
合計 － － － 800,000 － － 790,047 1,590,047 1,590,047 

当期末残高 2,000,000 2,428,478 123,293 17,130,000 300,000 200,000 4,735,451 22,488,744 26,917,222 

 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

その他有価証券
評価差額金 

当期首残高 103,768 25,430,943

当期変動額  

剰余金の 
配当 

 △3,096,000

別途積立金の積立  －

当期純利益  4,686,047

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

139,391 139,391

当期変動額 
合計 

139,391 1,729,438

当期末残高 243,159 27,160,381

 



重要な会計方針 

項目 第29期 

（自平成25年4月1日 至平成26年3月31日） 

1. 有価証券の評価基準及び評

価方法 

（1）子会社株式及び関連会社株式 

：移動平均法による原価法 

（2）その他有価証券 

時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの: 移動平均法による原価法 

2. 金銭の信託の評価基準及び

評価方法 

時価法 

3. デリバティブの評価基準及

び評価方法 

時価法 

4. 固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産 

定率法によっております。 

（2）無形固定資産 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に

基づく定額法によっております。それ以外の無形固定資産については、定

額法によっております。 

5. 外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

6. 引当金の計上基準 （1）貸倒引当金は、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。  

（2）賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来

支給見込額を計上しております。 

（3）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる

額を計上しております。また、数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用

処理方法は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌会計期

間から費用処理 

過去勤務費用：発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）

による定額法により按分した額を費用処理 

（4）役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 

7．消費税等の処理方法 税抜方式によっております。 

 



未適用の会計基準等 

第29期 （自平成25年4月1日 至平成26年3月31日） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日）及び「退職給付に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年5月17日） 

 

（1）概要 

財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理

方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正されたものであります。 

 

（2）適用予定日 

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年3月期の期首から適用予定であります。 

 

（3）当該会計基準等の適用による影響 

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正により財務諸表に与える影響額については、現在評価中でありま

す。 

 
注記事項 
（貸借対照表関係） 
 
※1．固定資産の減価償却累計額 

  （千円） 

 第28期 

（平成25年3月31日現在） 

第29期 

（平成26年3月31日現在） 

建物 539,393 562,127 

車両運搬具 2,152 3,308 

器具備品 565,794 664,016 

商標権 649 742 

ソフトウエア 1,071,133 1,502,289 

電信電話専用施設利用権 1,304 1,365 

 

※2. 関係会社項目 

関係会社に関する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものが含まれております。 

   （千円） 

  第28期 

（平成25年3月31日現在） 

第29期 

（平成26年3月31日現在） 

流動資産 未収投資助言報酬 241,190 255,084 

流動負債 未払費用 334,888 392,646 

 



（損益計算書関係） 

 

※1．固定資産除却損の内訳 

  （千円） 

 第28期 

（自 平成24年4月 1日 

至 平成25年3月31日） 

第29期 

（自 平成25年4月 1日 

至 平成26年3月31日） 

器具備品 － 22 

ソフトウエア 1,752 0 

 

※2．固定資産売却損の内訳 

  （千円） 

 第28期 

（自 平成24年4月 1日 

至 平成25年3月31日） 

第29期 

（自 平成25年4月 1日 

至 平成26年3月31日） 

器具備品 115 1,448 

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

 

第28期（自平成24年4月1日 至平成25年3月31日） 

 

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

発行済株式の種類 当事業年度期首 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普通株式 24,000 － － 24,000 

合計 24,000 － － 24,000 

 

2．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 株式の 

種類 

配当金の 

総額 

（千円） 

1株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年6月29日 

定時株主総会 

普通 

株式 
2,712,000 113,000 平成24年3月31日 平成24年7月2日 

 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議 株式の

種類 

配当の 

原資 

配当金の 

総額 

（千円） 

1株当たり

配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年6月28日 

定時株主総会 

普通 

株式 

利益剰

余金 
3,096,000 129,000 平成25年3月31日 平成25年7月1日 

 



第29期（自平成25年4月1日 至平成26年3月31日） 

 

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

発行済株式の種類 当事業年度期首 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普通株式 24,000 － － 24,000 

合計 24,000 － － 24,000 

 

2．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 株式の 

種類 

配当金の 

総額 

（千円） 

1株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年6月28日 

定時株主総会 

普通 

株式 
3,096,000 129,000 平成25年3月31日 平成25年7月1日 

 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

   平成26年6月30日開催予定の定時株主総会において、以下のとおり決議を予定しております。 

決議 株式の

種類 

配当の 

原資 

配当金の 

総額 

（千円） 

1株当たり

配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成26年6月30日 

定時株主総会 

普通 

株式 

利益剰

余金 
2,328,000 97,000 平成26年3月31日 平成26年7月1日 

 

 

（金融商品関係） 

 

1．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

デリバティブ取引は、後述するリスクを低減する目的で行っております。取引は実需の範囲内でのみ利用するこ

ととしており、投機的な取引は行わない方針であります。 

取引の方針については社内会議で審議のうえ個別決裁により決定し、取引の実行とその内容の確認についてはそ

れぞれ担当所管を分離して実行しております。 

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

投資有価証券の主な内容は、政策投資目的で保有している株式であります。 

金銭の信託の主な内容は、当社運用ファンドの安定運用を主な目的として資金投入した投資信託及びデ

リバティブ取引であります。金銭の信託に含まれる投資信託は為替及び市場価格の変動リスクに晒され

ておりますが、デリバティブ取引を利用して一部リスクを低減しております。 

長期差入保証金の主な内容は、本社オフィスの不動産賃借契約に基づき差し入れた敷金であります。 

金銭の信託に含まれるデリバティブ取引は為替予約取引、株価指数先物取引および債券先物取引であり、

金銭の信託に含まれる投資信託に係る為替および市場価格の変動リスクを低減する目的で行っており

ます。 

 

 



(3)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

為替相場及び株式相場の変動によるリスクを有しておりますが、取引先は信用度の高い金融機関に限定してい

るため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

組織規程における分掌業務の定めに基づき、リスク管理担当所管にて、取引残高、損益及びリスク量等の実績

管理を行い、定期的に社内委員会での報告を実施しております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

取引実行担当所管からの報告に基づき、資金管理担当所管が資金繰計画を確認するとともに、十分な手許流動

性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。 

 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

2．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注2）参照）。 

 

 第28期（平成25年3月31日現在） 

 貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（1）現金・預金 

（2）金銭の信託 

（3）投資有価証券 

その他有価証券 

10,806,745 

10,214,440 

 

320,332 

10,806,745 

10,214,440 

 

320,332 

－ 

－ 

                    

－ 

資産計 21,341,518 21,341,518 － 

（1）未払法人税等 1,299,068 1,299,068 － 

負債計 1,299,068 1,299,068 － 

 

第29期（平成26年3月31日現在） 

 貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（1）現金・預金 

（2）金銭の信託 

（3）投資有価証券 

その他有価証券 

11,487,360 

10,952,459 

 

536,913 

11,487,360 

10,952,459 

 

536,913 

－ 

－ 

                    

－ 

資産計 22,976,732 22,976,732 － 

（1）未払法人税等 1,721,861 1,721,861 － 

負債計 1,721,861 1,721,861 － 

 

（注1）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（1）現金・預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 



（2）金銭の信託 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価

証券について、投資信託は基準価額によっております。また、デリバティブ取引は取引相手先金融

機関より提示された価格によっております。 

（3）投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託は基準価額によっております。 

 

負 債 

（1）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

 

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  （千円） 

区分 
第28期 

（平成25年3月31日現在） 

第29期 

（平成26年3月31日現在） 

①非上場株式 80,246 80,246 

②関係会社株式 2,119,074 2,119,074 

③差入保証金 731,564 731,197 

①非上場株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」に

は含めておりません。 

②関係会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。 

③差入保証金は、本社オフィスの不動産賃借契約に基づき差し入れた敷金等であり、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。 

 

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 第28期（平成25年3月31日現在） 

 1年以内 

（千円） 

1年超5年以内 

（千円） 

5年超10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

（1）預金 10,806,412 － － － 

合計 10,806,412 － － － 

 

第29期（平成26年3月31日現在） 

 1年以内 

（千円） 

1年超5年以内 

（千円） 

5年超10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

（1）預金 11,486,870 － － － 

合計 11,486,870 － － － 

 

（注4）社債、新株予約権付社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額 

該当事項はありません。 



（有価証券関係） 

 

1．売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

 

2．満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

 

3. 子会社株式及び関連会社株式 

 関係会社株式（第28期及び第29期の貸借対照表計上額2,119,074千円）は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

 

4. その他有価証券 

第28期（平成25年3月31日現在） 

   （千円） 

区 分 
貸借対照表日における 

貸借対照表計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

①株式 

②債券 

③その他（投資信託） 

   

 307,639 

－ 

146,101 

－ 

161,537 

－ 

4,005 3,000 1,005 

小計 311,644 149,101 162,543 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

①株式 

②債券 

③その他（投資信託） 

   

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

8,688 10,000 △1,312 

小計 8,688 10,000 △1,312 

合計 320,332 159,101 161,231 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額80,246千円）については、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。  



第29期（平成26年3月31日現在） 

   （千円） 

区 分 
貸借対照表日における 

貸借対照表計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

①株式 

②債券 

③その他（投資信託） 

   

 522,887 

－ 

146,101 

－ 

376,785 

－ 

4,551 3,000 1,551 

小計 527,439 149,101 378,337 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

①株式 

②債券 

③その他（投資信託） 

   

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

9,474 10,000 △526 

小計 9,474 10,000 △526 

合計 536,913 159,101 377,811 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額80,246千円）については、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。  

 

5．当該事業年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

 

6．当該事業年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

 

7．減損処理を行った有価証券 

該当事項はありません。 

 

 

（金銭の信託関係） 

 

1．運用目的の金銭の信託 

第28期 （平成25年3月31日現在） 

 
貸借対照表日における 

貸借対照表計上額（千円） 

当事業年度の損益に含まれた 

評価差額（千円） 

運用目的の金銭の信託 10,214,440 946,377 

 

第29期 （平成26年3月31日現在） 

 
貸借対照表日における 

貸借対照表計上額（千円） 

当事業年度の損益に含まれた 

評価差額（千円） 

運用目的の金銭の信託 10,952,459 1,628,835 

 

 

2．満期保有目的の金銭の信託 



該当事項はありません。 

 

3．その他の金銭の信託 

該当事項はありません。 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

 

1．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

 該当事項はありません。 

 

2．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

該当事項はありません。 

 

 

（退職給付関係） 

 

第28期（自平成24年4月1日 至平成25年3月31日） 

 

1．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度(非積立型制度であります)を、また、確定拠出型の制

度として確定拠出年金制度を採用しております。 

 

2．退職給付債務に関する事項 

  （千円）

（1） 退職給付債務 936,125 

（2） 未認識数理計算上の差異 △133,522 

 退職給付引当金 802,603 

 

3．退職給付費用に関する事項 

  （千円）

（1） 勤務費用 102,125 

（2） 利息費用 11,108 

（3） 数理計算上の差異の費用処理額 17,593 

（4） 確定拠出年金 拠出額 41,923 

（5） その他 314 

 退職給付費用 173,065 

 

4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 （1）割引率 

   1.5％ 

 

 （2）退職給付見込額の期間配分方法 

   期間定額基準 

 

 （3）数理計算上の差異の処理年数 

   5年（各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する方法） 

 



 

第29期（自平成25年4月1日 至平成26年3月31日） 

 

1．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度(非積立型制度であります)を、また、確定拠出型の制

度として確定拠出年金制度を採用しております。 

 

2．確定給付制度 

 （1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 （千円）

退職給付債務の期首残高 936,125 

 勤務費用 124,724 

 利息費用 14,405 

 数理計算上の差異の発生額 14,996 

 退職給付の支払額 △34,684 

 過去勤務費用の発生額 24,260 

退職給付債務の期末残高 1,079,828 

 

 （2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

 （千円）

非積立型制度の退職給付債務 1,079,828 

未積立退職給付債務 1,079,828 

未認識数理計算上の差異 △112,660 

未認識過去勤務費用 △19,408 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 947,759 

 

退職給付引当金 947,759 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 947,759 

 

 （3）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 （千円）

勤務費用 124,724 

利息費用 14,405 

数理計算上の差異の費用処理額 35,858 

過去勤務費用の費用処理額 4,852 

確定給付制度に係る退職給付費用 179,840 

 

 （4）数理計算上の計算基礎に関する事項 

   当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率 1.5％ 

 

3．確定拠出制度 

 当社の確定拠出制度への要拠出額は、41,536千円であります。 

 



（税効果会計関係） 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 第28期  第29期 

 (平成25年3月31日現在)  (平成26年3月31日現在) 

繰延税金資産   （千円）    （千円） 

 未払事業税  107,022    123,518  

 未払事業所税  5,986    5,841  

 賞与引当金  275,562    238,205  

 未払法定福利費  34,566    31,036  

 未払確定拠出年金掛金  3,091    2,724  

 減価償却超過額（一括償却資産）  5,192    3,183  

減価償却超過額  159,737    152,470  

繰延資産償却超過額（税法上）  27,873    10,908  

 退職給付引当金  286,796    337,781  

 役員退職慰労引当金  35,109    48,474  

 ゴルフ会員権評価損  2,138    2,138  

投資有価証券評価損  22,907    －  

関係会社株式評価損  121,913    121,913  

その他有価証券評価差額金  109    －  

繰延税金資産合計  1,088,007    1,078,198  

繰延税金負債        

その他有価証券評価差額金  －    54,172  

繰延税金負債合計  －    54,172  

差引繰延税金資産の純額  1,088,007    1,024,025  

 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であ

るため、注記を省略しております。 

 

3．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 

「所得税法等の一部改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年3月31日に公布され、平成26年4

月1日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は平成26年4月1日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異については従来の38.01％から35.64％になります。 

この変更により、当事業年度末の繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は30,397千

円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額は同額増加しております。 

 



（セグメント情報等） 

 

１．セグメント情報 

 

当社は、投資信託及び投資顧問を主とした資産運用業の単一事業であるため、記載を省略しております。 

 

２．関連情報 

 

第28期（自平成24年4月1日 至平成25年3月31日） 

（１）サービスごとの情報 

 投資信託 

（千円） 

投資顧問 

（千円） 

その他 

（千円） 

合計 

（千円） 

営業収益 23,374,427 6,260,086 715,164 30,349,678 

（注）一般企業の売上高に代えて、営業収益を記載しております。 

 

（２）地域ごとの情報 

①営業収益 

当社は、本邦の外部顧客に対する営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

 

②有形固定資産 

当社は、本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

（３）主要な顧客ごとの情報 

 特定の顧客に対する営業収益で損益計算書の営業収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略してお

ります。 

 

第29期（自平成25年4月1日 至平成26年3月31日） 

（１）サービスごとの情報 

 投資信託 

（千円） 

投資顧問 

（千円） 

その他 

（千円） 

合計 

（千円） 

営業収益 25,437,511 7,255,251 835,020 33,527,783 

（注）一般企業の売上高に代えて、営業収益を記載しております。 

 

（２）地域ごとの情報 

①営業収益 

当社は、本邦の外部顧客に対する営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

 

②有形固定資産 

当社は、本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

（３）主要な顧客ごとの情報 

特定の顧客に対する営業収益で損益計算書の営業収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略してお

ります。 



（関連当事者との取引） 

 

(1)親会社及び法人主要株主等 

第28期（自平成24年4月1日 至平成25年3月31日） 

属

性 

 

会社等の 

名称 

 

住所 

資本金

又は出

資金 

事業の

内容又

は職業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合 

関係内容  

取引の内容 

 

取引金額 

（千円） 

 

科目 

 

期末残高 

（千円） 
役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

そ

の

他

の

関

係

会

社 

第一生命

保険株式

会社 

東京都

千代田

区 

2,102

億円 

生命保

険業 

(被所有) 

直接50％ 

兼務1名, 

出向2名, 

転籍3名 

資産運用

の助言 

資産運用の 

助言の顧問

料の受入 

 

710,289 

 

 

 

 

 

未収投資

助言報酬 

 

 

 

 

203,114 

 

 

 

 

 

 

第29期（自平成25年4月1日 至平成26年3月31日） 

属

性 

 

会社等の 

名称 

 

住所 

資本金

又は出

資金 

事業の

内容又

は職業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合 

関係内容  

取引の内容 

 

取引金額 

（千円） 

 

科目 

 

期末残高 

（千円） 
役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

そ

の

他

の

関

係

会

社 

第一生命

保険株式

会社 

東京都

千代田

区 

2,102

億円 

生命保

険業 

(被所有) 

直接50％ 

兼務1名, 

出向2名, 

転籍3名 

資産運用

の助言 

資産運用の 

助言の顧問

料の受入 

 

801,412 

 

 

 

 

 

未収投資

助言報酬 

 

 

 

 

212,159 

 

 

 

 

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）資産運用の助言の顧問料は、一般的取引条件を定めた規定に基づく個別契約により決定しておりま

す。 

（注2）上記の取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には、消費税等が含まれております。 

 



(2)子会社等 

第28期（自平成24年4月1日 至平成25年3月31日） 

属

性 

 

会社等の名称 

 

住所 

資本金

又は出

資金 

事業の

内容又

は職業 

議決権

等の所

有(被所

有)割合 

関係内容  

取引の 

内容 

 

取引 

金額 

（千円） 

 

科目 

 

期末残高 

（千円） 
 

役員

の兼

任等 

 

事業上

の関係 

子

会

社 

DIAM 

International 

Ltd  

London 

United 

kingdom 

4,000 

千GBP 

資産の

運用 

(所有) 

直接

100％ 

兼務 

2名 

当社預

り資産

の運用 

当社預り資

産の運用の

顧問料の支

払 

520,967 未払 

費用 

175,664 

DIAM U.S.A., 

Inc.  

New York 

U.S.A. 

4,000 

千USD 

資産の

運用 

(所有) 

直接

100％ 

兼務 

2名 

当社預

り資産

の運用 

当社預り資

産の運用の

顧問料の支

払 

214,290 未払 

費用 

89,815 

 

第29期（自平成25年4月1日 至平成26年3月31日） 

属

性 

 

会社等の名称 

 

住所 

資本金

又は出

資金 

事業の

内容又

は職業 

議決権

等の所

有(被所

有)割合 

関係内容  

取引の 

内容 

 

取引 

金額 

（千円） 

 

科目 

 

期末残高 

（千円） 
 

役員

の兼

任等 

 

事業上

の関係 

子

会

社 

DIAM 

International 

Ltd  

London 

United 

kingdom 

4,000 

千GBP 

資産の

運用 

(所有) 

直接

100％ 

兼務 

2名 

当社預

り資産

の運用 

当社預り資

産の運用の

顧問料の支

払 

627,855 未払 

費用 

224,758 

DIAM U.S.A., 

Inc.  

New York 

U.S.A. 

4,000 

千USD 

資産の

運用 

(所有) 

直接

100％ 

兼務 

2名 

当社預

り資産

の運用 

当社預り資

産の運用の

顧問料の支

払 

251,110 未払 

費用 

97,587 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）資産運用の顧問料は、一般的取引条件を勘案した個別契約により決定しております。 

（注2）上記の取引金額及び期末残高には、免税取引のため消費税等は含まれておりません。 



(3)兄弟会社等 

第28期（自平成24年4月1日 至平成25年3月31日） 

属

性 

 

会社等の

名称 

 

住所 

資本金

又は出

資金 

事業の

内容又

は職業 

議決権

等の所

有(被

所有)

割合 

関係内容  

取引の内容 

 

取引金額 

（千円） 

 

科目 

 

期末残高 

（千円） 
 

役員

の兼

任等 

 

事業上 

の関係 

そ

の

他

の

関

係

会

社

の

子

会

社 

株式会社 

みずほ銀

行 

東京都 

千代田

区 

7,000 

億円 

銀行業 － － 当社設定投

資信託の販

売、預金取引 

投資信託の

販売代行手

数料 

 

預金の預入 

（純額） 

 

受取利息 

1,661,638 

 

 

 

191,782 

 

 

106 

未払 

手数料 

 

 

現金・

預金 

 

未収 

収益 

142,323 

 

 

 

625,561 

 

 

- 

株式会社 

みずほコ

ーポレー

ト銀行 

東京都 

千代田

区 

14,040 

億円 

銀行業 － － 当社設定投

資信託の販

売、預金取引 

投資信託の

販売代行手

数料 

 

預金の引出 

（純額） 

 

受取利息 

460,605 

 

 

 

1,912,442 

 

 

3,210 

未払 

手数料 

 

 

現金・

預金 

 

未収 

収益 

100,875 

 

 

 

9,527,582 

 

 

61 

みずほ第

一フィナ

ンシャル

テクノロ

ジー株式

会社 

東京都 

千代田

区 

2億円 金融 

技術 

研究等 

－ － 当社預り資

産の助言 

当社預り資

産の助言の

顧問料の支

払 

 

業務委託料

の支払 

259,435 

 

 

 

 

11,140 

未払 

費用 

 

 

 

未払 

費用 

132,250 

 

 

 

 

5,848 

資産管理

サービス

信託銀行

株式会社 

東京都 

中央区 

500 

億円 

資産管

理等 

－ － 当社信託財

産の運用 

信託元本の

追加 

（純額） 

 

信託報酬の

支払 

3,500,000 

 

 

 

5,908 

金銭の

信託 

10,214,440 

 



第29期（自平成25年4月1日 至平成26年3月31日） 

属

性 

 

会社等の

名称 

 

住所 

資本金

又は出

資金 

事業の

内容又

は職業 

議決権

等の所

有(被

所有)

割合 

関係内容  

取引の内容 

 

取引金額 

（千円） 

 

科目 

 

期末残高 

（千円） 
 

役員

の兼

任等 

 

事業上 

の関係 

そ

の

他

の

関

係

会

社

の

子

会

社 

株式会社 

みずほ銀

行 

(旧株式会

社みずほ

コーポレ

ート銀行) 

東京都 

千代田

区 

14,040 

億円 

銀行業 － － 当社設定投

資信託の販

売、預金取引 

投資信託の

販売代行手

数料 

 

預金の預入 

（純額） 

 

受取利息 

1,629,874 

 

 

 

775,579 

 

 

2,073 

未払 

手数料 

 

 

現金・

預金 

 

未収 

収益 

224,525 

 

 

 

10,724,847 

 

 

12 

株式会社 

みずほ銀

行 

東京都 

千代田

区 

7,000 

億円 

銀行業 － － 当社設定投

資信託の販

売、預金取引 

投資信託の

販売代行手

数料 

 

預金の引出 

（純額） 

432,201 

 

 

 

203,876 

 

－ － 

 

 

 

 

 

みずほ第

一フィナ

ンシャル

テクノロ

ジー株式

会社 

東京都 

千代田

区 

2億円 金融 

技術 

研究等 

－ － 当社預り資

産の助言 

当社預り資

産の助言の

顧問料の支

払 

 

業務委託料

の支払 

287,136 

 

 

 

 

11,810 

未払 

費用 

 

 

 

未払金 

155,413 

 

 

 

 

2,646 

        

資産管理

サービス

信託銀行

株式会社 

東京都 

中央区 

500 

億円 

資産管

理等 

－ － 当社信託財

産の運用 

信託元本の

追加 

（純額） 

 

信託報酬の

支払 

1,000,000 

 

 

 

7,933 

金銭の

信託 

10,952,459 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）投資信託の販売代行手数料は、一般的取引条件を勘案した個別契約により決定しております。 

（注2）資産の助言の顧問料は、一般的取引条件を勘案した個別契約により決定しております。 

（注3）業務委託料は、委託業務に係る人件費から算出された手数料に基づく個別契約により決定しており

ます。 

（注4）上記の取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には、消費税等が含まれております。 

（注5）預金取引は、市場金利を勘案した利率が適用されております。 

（注6）信託報酬は、一般的取引条件を勘案した料率が適用されております。 

（注7）株式会社みずほ銀行は平成25年7月1日付で株式会社みずほコーポレート銀行（株式会社みずほ銀行

に商号変更）に吸収合併されており、合併後の取引については吸収合併後の株式会社みずほ銀行（旧株

式会社みずほコーポレート銀行）に引き継いでおります。 

 

 



 

（1株当たり情報） 

 

第28期 

（自 平成24年4月 1日 

至 平成25年3月31日） 

第29期 

（自 平成25年4月 1日 

至 平成26年3月31日） 

1株当たり純資産額 1,059,622円64銭 1,131,682円58銭 

1株当たり当期純利益金額 162,254円29銭 195,251円97銭 

（注1）潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載してお

りません。 

（注2）1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

第28期 

（自 平成24年4月 1日 

至 平成25年3月31日） 

第29期 

（自 平成25年4月 1日 

至 平成26年3月31日） 

当期純利益 3,894,102千円 4,686,047千円 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式に係る当期純利益 3,894,102千円 4,686,047千円 

期中平均株式数 24,000株 24,000株 

 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 



（1）中間貸借対照表 

 （単位：千円）

 
第30期中間会計期間末 

（平成26年9月30日現在） 

（資産の部）   

流動資産   

現金・預金  9,723,059 

金銭の信託  12,434,692 

前払費用  41,958 

未収委託者報酬  4,115,165 

未収運用受託報酬  2,110,505 

未収投資助言報酬  291,921 

未収収益  276,092 

繰延税金資産  381,830 

その他  19,665 

流動資産計  29,394,891 

   

固定資産   

有形固定資産  269,312 

建物 ※1 112,415 

車両運搬具 ※1 1,278 

器具備品 ※1 155,618 

無形固定資産  1,972,769 

商標権 ※1 148 

ソフトウエア ※1 1,293,646 

ソフトウエア仮勘定  671,614 

電話加入権  7,148 

電信電話専用施設利用権 ※1 210 

投資その他の資産  3,949,505 

投資有価証券  569,502 

関係会社株式  1,916,596 

繰延税金資産  632,938 

差入保証金  731,858 

その他  98,609 

固定資産計  6,191,588 

資産合計  35,586,479 



 
 （単位：千円）

 
第30期中間会計期間末 

（平成26年9月30日現在） 

（負債の部）   

流動負債   

預り金  1,166,764 

未払金  1,957,162 

未払償還金  51,109 

未払手数料  1,643,563 

その他未払金  262,489 

未払費用  1,591,500 

未払法人税等  1,472,835 

未払消費税等  371,933 

賞与引当金  654,870 

その他  20,000 

流動負債計  7,235,067 

固定負債   

退職給付引当金  812,666 

役員退職慰労引当金  83,180 

固定負債計  895,847 

負債合計  8,130,914 

（純資産の部）   

株主資本   

資本金  2,000,000 

資本剰余金  2,428,478 

資本準備金  2,428,478 

利益剰余金  22,814,599 

利益準備金  123,293 

その他利益剰余金   

別途積立金  19,480,000 

研究開発積立金  300,000 

運用責任準備積立金  200,000 

繰越利益剰余金  2,711,306 

株主資本計  27,243,077 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金  212,487 

評価・換算差額等計  212,487 

純資産合計  27,455,565 

負債・純資産合計  35,586,479 

 



（2）中間損益計算書 

 （単位：千円）

 
第30期中間会計期間 

（自平成26年4月1日至平成26年9月30日） 

営業収益    

委託者報酬  13,286,051  

運用受託報酬  3,381,064  

投資助言報酬  490,761  

その他営業収益  421,279  

営業収益計   17,579,156 

営業費用    

支払手数料  5,909,864  

広告宣伝費  92,826  

公告費  159  

調査費  2,887,318  

調査費  2,043,582  

委託調査費  843,735  

委託計算費  190,750  

営業雑経費  236,536  

通信費  17,081  

印刷費  205,572  

協会費  12,088  

諸会費  15  

支払販売手数料  1,778  

営業費用計   9,317,455 

一般管理費    

給料  2,293,163  

役員報酬  121,968  

給料・手当  2,171,195  

交際費  15,267  

寄付金  2,697  

旅費交通費  108,306  

租税公課  63,009  

不動産賃借料  344,346  

退職給付費用  109,300  

固定資産減価償却費 ※1 271,644  

福利厚生費  11,154  

修繕費  4,020  

賞与引当金繰入額  654,870  

役員退職慰労引当金繰入額  23,042  

役員退職慰労金  25,501  

機器リース料  23  

事務委託費  102,506  

事務用消耗品費  33,911  

器具備品費  1,141  

諸経費  73,631  

一般管理費計   4,137,538 

営業利益   4,124,161 



 
 （単位：千円） 

 
第30期中間会計期間 

（自平成26年4月1日至平成26年9月30日） 

営業外収益    

受取配当金  6,686  

受取利息  1,115  

雑収入  1,165  

営業外収益計   8,967 

営業外費用    

為替差損  896  

金銭の信託運用損  2,943  

営業外費用計   3,839 

経常利益   4,129,289 

特別損失    

関係会社株式評価損  202,477  

特別損失計   202,477 

税引前中間純利益   3,926,811 

法人税、住民税及び事業税   1,450,315 

法人税等調整額   △46,321 

法人税等合計   1,403,993 

中間純利益   2,522,818 

 



（3）中間株主資本等変動計算書 

 第30期中間会計期間（自平成26年4月1日至平成26年9月30日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 
利益 
準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 
合計 別途積立金 

研究開発
積立金 

運用責 
任準備 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 2,000,000 2,428,478 123,293 17,130,000 300,000 200,000 4,735,451 22,488,744 26,917,222

会計方針の変更に
よる累積的影響額 

      131,037 131,037 131,037

会計方針の変更を
反映した当期首残
高 

2,000,000 2,428,478 123,293 17,130,000 300,000 200,000 4,866,488 22,619,781 27,048,259

当中間期変動額         

剰余金の配当       △2,328,000 △2,328,000 △2,328,000

別途積立金の積
立 

   2,350,000   △2,350,000 － －

中間純利益        2,522,818  2,522,818 2,522,818

株主資本以外の
項目の当中間期
変動額 
(純額) 

        

当中間期変動額合
計 

－ － － 2,350,000 － － △2,155,181 194,818 194,818

当中間期末残高 2,000,000 2,428,478 123,293 19,480,000 300,000 200,000 2,711,306 22,814,599 27,243,077

 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

その他有価証券
評価差額金 

当期首残高 243,159 27,160,381

会計方針の変更に
よる累積的影響額 

 131,037

会計方針の変更を
反映した当期首残
高 

243,159 27,291,419

当中間期変動額  

剰余金の配当  △2,328,000

別途積立金の積
立 

 －

中間純利益  2,522,818

株主資本以外の
項目の当中間期
変動額 
(純額) 

△30,671 △30,671

当中間期変動額合
計 

△30,671 164,146

当中間期末残高 212,487 27,455,565



重要な会計方針 

項目 第30期中間会計期間 

（自平成26年4月1日 至平成26年9月30日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方

法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

：移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの：移動平均法による原価法 

２. 金銭の信託の評価基準及び評価

方法 

時価法 

３．デリバティブ取引の評価基準 

及び評価方法 

時価法 

４．固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産：定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 … 6～18年 

車両運搬具 … 6年 

器具備品 … 3～20年 

(2)無形固定資産：定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法を採用しております。 

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金：一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金：従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来支給見込

額を計上しております。 

(3)退職給付引当金：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見

込額を当中間会計期間末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法は

以下のとおりであります。 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌会計

期間から費用処理 

過去勤務費用：発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）

による定額法により按分した額を費用処理 

(4)役員退職慰労引当金：役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく中

間会計期間末要支給額を計上しております。 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理：消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており

ます。  

 



会計方針の変更 

第30期中間会計期間 

（自平成26年4月1日 至平成26年9月30日） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年5月17日。以下「退職給付適

用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当

中間会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額

基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく

割引率を使用する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を

使用する方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従い、当中間会計期間の期

首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しております。 

この結果、当中間会計期間の期首の退職給付引当金が203,600千円減少し、繰越利益剰余金が131,037千円増加してお

ります。また、当中間会計期間の営業利益、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ4,584千円増加しております。 

なお、1株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 第30期中間会計期間末 

（平成26年9月30日現在） 

※１．固定資産の減価償却累計額 

 

建物  … 571,893千円 

車両運搬具  … 3,645千円 

器具備品  … 690,539千円 

商標権  … 789千円 

ソフトウエア  … 1,737,240千円 

電信電話専用施設利用権 … 1,386千円 
 

 

 

（中間損益計算書関係） 

項目 第30期中間会計期間 

（自平成26年4月1日 至平成26年9月30日） 

※１．減価償却実施額 有形固定資産 … 36,625千円 

無形固定資産 … 235,019千円 
 

 



 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

第30期中間会計期間（自平成26年4月1日 至平成26年9月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

発行済株式の種類 当事業年度期首 

株式数（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

普通株式 24,000 － － 24,000 

合計 24,000 － － 24,000 

 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

決議 株式の 

種類 

配当金の 

総額 

（千円） 

1株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成26年6月30日 

定時株主総会 
普通株式 2,328,000 97,000 平成26年3月31日 平成26年7月1日 

 

 

（金融商品関係） 

第30期中間会計期間末（平成26年9月30日現在） 

金融商品の時価等に関する事項 

平成26年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注2）参照）。 

 中間貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（1）現金・預金 

（2）金銭の信託 

（3）投資有価証券 

その他有価証券 

9,723,059 

12,434,692 

 

489,256 

9,723,059 

12,434,692 

 

489,256 

－ 

－ 

 

－ 

資産計 22,647,008 22,647,008 － 

（1）未払法人税等 1,472,835 1,472,835 － 

負債計 1,472,835 1,472,835 － 

 

（注1）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（1）現金・預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 



 

（2）金銭の信託 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券について、

投資信託は基準価額によっております。また、デリバティブ取引は取引相手先金融機関より提示された価格によ

っております。 

（3）投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託は基準価額によっております。 

 

負 債 

（1）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 

①非上場株式 80,246 

②関係会社株式 1,916,596 

③差入保証金 731,858 

①非上場株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

②関係会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 

なお、当中間会計期間において、関係会社株式について202,477千円減損処理を行っております。 

③差入保証金は、本社オフィスの不動産賃借契約に基づき差し入れた敷金等であり、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 

 



 

（有価証券関係） 

第30期中間会計期間末（平成26年9月30日現在） 

１．満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

２. 子会社株式及び関連会社株式 

関係会社株式（中間貸借対照表計上額1,916,596千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、記載しておりません。  

３. その他有価証券 

区 分 
中間貸借対照表 

計上額（千円） 

取得原価 

（千円） 

差額 

（千円） 

中間貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

①株式 

②債券 

③その他（投資信託） 

 

 

474,395 

－ 

14,861 

 

 

146,101 

－ 

13,000 

 

 

328,293 

－ 

1,861 

小計 489,256 159,101 330,154 

中間貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

①株式 

②債券 

③その他（投資信託） 

 

 

－ 

－ 

－ 

 

 

－ 

－ 

－ 

 

 

－ 

－ 

－ 

小計 － － － 

合計 489,256 159,101 330,154 

（注）非上場株式（中間貸借対照表計上額80,246千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

 

（金銭の信託関係） 

第30期中間会計期間末（平成26年9月30日現在） 

１．満期保有目的の金銭の信託 

該当事項はありません。 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 

該当事項はありません。 

 



 

（セグメント情報等） 

第30期中間会計期間（自平成26年4月1日 至平成26年9月30日） 

１．セグメント情報 

当社は、投資信託及び投資顧問を主とした資産運用業の単一事業であるため、記載を省略しておりま

す。 

 

２．関連情報 

（１）サービスごとの情報 

 投資信託 

（千円） 

投資顧問 

（千円） 

その他 

（千円） 

合計 

（千円） 

営業収益 13,286,051 3,871,825 421,279 17,579,156 

（注）一般企業の売上高に代えて、営業収益を記載しております。 

 

（２）地域ごとの情報 

①営業収益 

当社は、本邦の外部顧客に対する営業収益に区分した金額が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

②有形固定資産 

当社は、本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 

 

（３）主要な顧客ごとの情報 

顧客の名称又は氏名 営業収益 

（千円） 

第一生命グループ 1,799,530 

 

 

 

（1株当たり情報） 

第30期中間会計期間（自平成26年4月1日 至平成26年9月30日） 

1株当たり純資産額 1,143,981円  89銭 

1株当たり中間純利益金額 105,117円  43銭 

なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 



 

（注1）1株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 第30期中間会計期間 

（自平成26年4月1日 至平成26年9月30日） 

中間純利益 2,522,818千円 

普通株主に帰属しない金額 － 

普通株式に係る中間純利益 2,522,818千円 

期中平均株式数 24,000株 

 

（注2）「会計方針の変更」に記載の通り、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従っております。この結果、当中間会計期間の1株当たり純資産額が5,582円81銭増加し、1株当

たり中間純利益金額が122円93銭増加しております。 

 

 

（重要な後発事象） 

第30期中間会計期間（自平成26年4月1日 至平成26年9月30日） 

該当事項はありません。 

 



 
公開日    平成26年 12月26日 

作成基準日  平成26年 12月 5日 

 

 

本店所在地  東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 

お問い合わせ先  企画管理部門 企画調整グループ 

 



独立監査人の監査報告書 

 

平成２６年６月６日 

 

ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

新日本有限責任監査法人 

   

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 山内 正彦 印 

   

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 浅野  功 印 

   

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 近藤 敏弘 印 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経

理状況」に掲げられているＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社の平成２５年４月１日から平成 ２６

年３月３１日までの第２９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。 
 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監

査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連

する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、Ｄ

ＩＡＭアセットマネジメント株式会社の平成２６年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 

（注１）上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

平成２６年１２月５日 

ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

新日本有限責任監査法人 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 山内 正彦 印 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 山野  浩 印 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経

理状況」に掲げられているＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社の平成２６年４月１日から平成 ２７

年３月３１日までの第３０期事業年度の中間会計期間（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針

及びその他の注記について中間監査を行った。 
 

中間財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表

を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中

間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表

示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に

係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。 

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手

続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による

中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財

務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含

まれる。 

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社の平成２６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 
 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 

（注）上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 

 

 


